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令和２年度５月補正予算の概要について 

 
令和２年５月２８日 

（単位：千円） 

一 予算規模 

 

   一 般 会 計      

            補   正   額                     ６,６１８,４８２ 

 

 

                   補 正 後 の 規 模                ６２５,７５２,６６０ 

 

 

  《補正予算の財源》 

 

    特 定 財 源                                 ９５６,８６９ 

 

国 庫 支 出 金                    ９４３,７３５ 

 

 

繰   入    金                      １３,１２９ 

 

 

諸   収   入                             ５ 

 

 

 

    一 般 財 源                               ５,６６１,６１３ 

 

                      繰   入    金                   ４,９９３,３８８ 

 

 

                      繰   越    金                     ６６８,２２５ 
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二 補正予算の主な内容 

  今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症に対応した医療提供体制の整備・経済対策に要する

経費について計上した。 

 

 Ⅰ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備 

 

（１）新興感染症対策事業                              ８８８,９２５ 

    ①検査体制拡充事業                            64,280 千円 

     県内のＰＣＲ検査体制を拡充するため、県内３か所に全自動遺伝子検査 

システムを整備する。 

・事業主体 （公財）秋田県総合保健事業団 

  ・補 助 率 10/10（県 10/10） 

②安心できる出産支援事業                       56,075 千円 

安心して出産できる環境を整備するため、妊婦等を対象とした検体の検 

査を実施する。 

・県内で出産する妊婦（里帰りを含む）と里帰りした妊婦の子 2,500 人分 

③感染症患者移送事業                                 34,512 千円 

     新型コロナウイルス感染症患者の移送体制の充実を図る。 

    ④新型コロナウイルス感染症対策協議会運営費等         16,025 千円 

感染症に対応した医療提供体制の確保や、患者の受入体制に関する協議 

等を行う。 

・事業内容 患者搬送コーディネートチームの設置 

     高度な医療機器を扱う医師の派遣 等 

⑤入院医療機関等で必要な医療資材等の確保         425,371 千円 

安定的な医療提供体制を維持するため、医療資材や感染拡大防止に要す 

る設備を確保する。 

⑥県民への周知・啓発 等                  203,303 千円 

⑦新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業           89,359 千円 

     市町村が実施する新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金対象事 

業に要する経費を助成する。 

・補助対象 １市（秋田市） 

  ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

 

（２）地域自殺対策強化事業                           １１,８６４ 

    自殺者数の増加を防止するため、民間団体が実施する自殺対策事業に要す 

る経費を助成する。 

・補助対象 民間団体 

・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

 

（３）次世代育成支援対策施設整備事業                       ２１,７０２ 

①児童相談所一時保護所及び児童養護施設において、感染の疑いのある 

 児童等への個別対応に要する経費                       10,447 千円 

 ・実施主体 県、児童養護施設 

     ・実施内容 ⅰ)個別対応のための借家の借上げ 

           ⅱ)借家での児童支援に係る協力者等の確保 

     ・補助率等 ⅰ)10/10（国 10/10） 

ⅱ)10/10（県 10/10） 

②県施設における衛生用品の購入等                    3,521 千円 

・対象施設 児童相談所、女性相談所、千秋学園 

・事業内容 衛生用品購入、施設消毒 
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③児童福祉施設等における衛生用品の購入・施設の整備       7,734 千円 

     ・対象施設 児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設 等 

     ・事業内容 ⅰ)衛生用品購入 

           ⅱ)児童養護施設の個室化整備 

     ・補 助 率 10/10（国 10/10） 

 

（４）新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス継続支援事業         ６５,５６７ 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた介護サービス事業所等が、代替 

サービスを行うなどサービスを継続する場合に必要なかかり増し経費等に 

ついて助成する。 

・補 助 先 介護サービス事業所等 

・補 助 率 10/10（国 2/3、県 1/3） 

 

（５）介護ロボット導入推進支援事業                        １３,１２９ 

新型コロナウイルス感染症の発生により増大している介護従事者の負担の 

軽減や業務の効率化のため、介護サービス事業者による介護ロボット等の 

導入経費について支援内容を拡充する。 

・補 助 先 介護サービス事業者 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

・補 助 額 ・移乗支援、入浴支援機器  100 万円/台 

      ・見守り支援機器（通信環境整備を含む） 300 万円 

      ・ＩＣＴ機器（事業所規模に応じて） 100 万円～260 万円 

・限 度 額 300 万円/事業所 

 

（６）高齢者施設等防災・減災対策等推進事業                    ２,８４２ 

    高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、多床 

室の個室化改修に要する経費に対して助成する。 

・補 助 先 高齢者福祉施設１施設 

・補 助 率 10/10（国 10/10） 

 

（７）障害者総合支援法等推進事業                         １８,７５９ 

    ①障害福祉サービス等の衛生管理体制確保支援等事業       13,389 千円 

障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症の拡大防 

止のため、衛生用品の確保や簡易陰圧装置・換気設備の導入経費につい 

て支援する。 

     ・配布・補助先 障害福祉サービス事業所等 

 ・実施内容 衛生用品の確保、簡易陰圧装置・換気設備の導入 

 ・補 助 率 10/10（国 2/3、県 1/3） 

②障害福祉サービス確保支援事業                       5,370 千円 

 県が休業要請した通所サービス事業所等に対して、代替サービス等を行 

う際に必要なかかり増し経費等について助成する。 

 ・補 助 先 障害福祉サービス事業所等 

 ・補 助 率 10/10（国 2/3、県 1/3） 

 

（８）障害分野のロボット等導入支援事業                      ３,９６５ 

障害者支援施設等が感染症拡大の防止や介護負担軽減等を図るためにロボ 

ット等を導入する際の経費について助成する。 

・補 助 先 障害福祉サービス事業所等 

・補 助 率 10/10（国 10/10） 

・限 度 額 １機器当たり 30 万円 
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（９）特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後デイサービス支援事業         ２５,５０７ 

    ①学校の臨時休業により追加的に生じた利用者負担の助成  13,457 千円 

臨時休業に伴い追加的に生じた放課後等デイサービス等に係る利用者負 

担に相当する部分を助成する。 

 ・補 助 先 市町村 

 ・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3） 

    ②居宅レスパイトの提供に係る助成                      11,736 千円 

臨時休業により、保護者と児童が長時間居宅で過ごす必要が生じた世帯 

に対し、放課後等デイサービス職員等が居宅を訪問して保護者のレスパ 

イトを行う事業所に対して助成する。 

※レスパイトとは、「息抜き」・「気晴らし」の意味。 

居宅レスパイトは、家族が行う介護を事業者が一時的に代わることで 

家族に一息ついてもらうサービスのこと。 

 ・補 助 先 障害児通所支援事業所 

 ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

    ③医療的ケア児等に係る福祉タクシー利用への助成       314 千円 

新型コロナウイルス感染症防止対策等に伴い、医療的ケア児等の放課後 

等デイサービス等への通所に困難が生じているため、事業所が福祉タク 

シーを利用して児童を送迎する場合に、その費用を助成する。 

 ・補 助 先 障害児通所支援事業所 

 ・補 助 率 10/10（国 1/2、県 1/2） 

 

（10）学校における感染症対策事業                         ２３,８０２ 

   県立学校において講じる感染症対策に必要な衛生用品等を購入する。 

   ・事業内容 マスク、消毒用エタノール、非接触型体温計等の購入 

 

（11）私立幼稚園整備費補助金                            ７,０５３ 

   幼稚園等において購入する衛生用品について助成する。 

   ・補 助 先 幼稚園及び幼稚園型認定こども園 

・補助対象 マスクや消毒用エタノール、空気清浄機等の衛生用品 

   ・補 助 率 10/10（国 10/10） 

      ・限 度 額  50 万円 

 

（12）特別支援学校スクールバス感染症対策事業                 １９,０１９ 

   特別支援学校のスクールバスにおける感染拡大を防止するため、バスを増 

便し、乗車する児童生徒の少人数化を図る。 

 

（13）県立高校冷房設備設置事業                      ２４８,５８０ 

学校の臨時休業の影響により生じた学習の遅れを取り戻すために夏季休業 

に当たる時期に授業等を実施することに備え、県立高校３年生の普通教室 

に冷房設備を設置し、生徒が学習に集中できる環境を整備する。 

 

 （14）新型コロナウイルス感染症対策事業                    １６,３８３ 

    治安維持機能を確保するため、警察施設等における新型コロナウイルス感 

染症の拡大防止に必要な資機材を整備する。 

・事業内容 防護服、サーモグラフィカメラ及びテレワーク用端末等の整備 
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（15）新型コロナウイルス感染症感染防止対策支援事業               ４４,９７１ 

県内生活衛生関連施設における新型コロナウイルス感染症対策に必要な衛 

生用品を配布する。 

・実施内容 消毒用エタノールの購入及び配布 

・配布対象 県内の理容所、美容所、クリーニング所 

 

（16）避難行動周知啓発事業                               ７５９ 

新型コロナウイルス感染症が収束しない状況下での自然災害等における適 

切な避難行動を周知啓発するため、全戸配布広報紙「あきたびじょん」に 

より、県民への広報を行う。 

 

（17）デジタルガバメント総合推進事業                      ５９,０７７ 

    新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」による会議等のオンラ 

イン化や職員のテレワーク等に対応するため、県庁の総合的なデジタル化 

を推進する。 

    ①モバイルワーク用端末整備事業                 30,522 千円 

     ・事業内容 モバイルワーク用端末の整備及びＷＥＢ会議システムの導入 

    ②ＷＥＢ会議システム利用環境整備事業                 28,555 千円 

     ・事業内容 県民や事業者とのＷＥＢ会議等に必要な無線ＬＡＮ(Ｗｉ－Ｆｉ)  

環境の整備 

 

（18）ＷＥＢ企業説明会等導入拡大事業                     ６,２１４ 

   就職活動に大きな影響を受けている大学生等の県内就職を促進するため、 

県内企業とのマッチング支援を行う。 

   ・事業内容 ＷＥＢ企業説明会等導入支援セミナーの開催 

      オンライン合同就職面接会及び業界研究会の開催 等 

 

 （19）リモートワーク環境整備支援事業                      ２５,１０２ 

    新型コロナウイルス感染拡大防止等のため、県内中小企業等のテレワーク 

やＷＥＢ会議導入のほか新たなサービス提供等に資するリモートワーク環 

境整備に対し助成する。 

・補助対象 機器導入費、ネットワーク整備費、ソフトウェア導入費 等 

・補 助 率 4/5（県 10/10） 

・限 度 額 50 万円 

 

 （20）新型コロナウイルス感染症対策関連企業支援事業             １０，０００ 

新型コロナウイルス感染症対策に必要な医療物資・システム等の県内にお 

ける開発を推進する。 

・補助対象 研究開発費、現場実証経費、認証取得費用 等 

・補 助 率 2/3（県 10/10） 

・限 度 額 200 万円 

 

 （21）「新しい生活様式」に対応した職業訓練実施事業              ２,６２５ 

    民間企業に対するテレワーク等導入訓練を実施する。 
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 Ⅱ 県内経済を下支えする新たな経済対策 

 

（１）「秋田のお宿」県民応援事業                     １,２２６,６１３ 

   県内宿泊施設の事業継続を下支えするため、消費喚起を図るプレミアム宿 

   泊券を発行する。 

・事業内容 宿泊券の発行 

・券面額 20 億円（うち、プレミアム分 10 億円） 

・5,000 円券（販売額 2,500 円） 

      ・40 万枚（１人 5 枚まで購入可能） 

 

（２）「秋田の飲食店」県民応援事業                   １，９５７,０４０ 

    県内飲食店の事業継続を下支えするため、消費喚起を図るプレミアム飲食 

券を発行する。 

・事業内容 飲食券の発行 

・券面額 約 53 億円（うち、プレミアム分 16 億円） 

・1,000 円券（販売額 700 円） 

      ・約 533 万枚（１人 12 枚まで購入可能） 

 

（３）観光エリア創生支援事業                        ５００,７８９ 

   地域の観光関係団体や宿泊施設による県内観光消費の促進や安全対策等の 

   取組を支援する。 

①観光地創生支援事業                  400,496 千円 

    観光関連団体等が行う誘客キャンペーンの実施や地域の特色を生かした 

    観光コンテンツの磨き上げ等の取組に対して助成する。 

・補 助 先 県内の観光団体、交通関係団体 

・補 助 率  10/10（県 10/10） 

・限 度 額 2,000 万円 

②宿泊施設創生支援事業                  100,293 千円 

    県内宿泊施設が行う新型コロナウイルス感染症対策に係る情報発信や旅 

行者の安全対策等の取組に対して助成する。 

・補 助 先 県内宿泊施設 

・補 助 率  4/5、10/10（県 10/10） 

・限 度 額 100 万円 

 

（４）地域公共交通等の活用による県内流動の促進               ５８３,８８５ 

   ①「秋田の魅力を再発見！」推進事業                   324,646 千円 

県内旅行商品の造成を支援することにより、県内交通の利用促進を図る。 

・助成対象 県内外の旅行会社 

・助 成 額 県内交通事業者が所有する車両の借上経費等に対する助成 

送客助成（1 人に付き上限 5,000 円） 

     バス助成（1 台当たり補助率 1/2、上限 150,000 円） 

           鉄道助成（1 車両当たり補助率 1/2、上限 30,000 円） 

    ②バス事業利用促進緊急対策事業                 138,987 千円 

     ⅰ）バス事業維持対策交付金               71,400 千円 

      バス事業者の車両維持に伴う経費について支援する。 

・交付対象 貸切バス等を運行する事業者 

・交 付 額 20 万円×登録車両台数 
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ⅱ）貸切バス利用促進事業費補助金             67,587 千円 

貸切バスの需要を喚起するため、県民等が利用する貸切バスの料金を 

助成する。 

・補助対象 貸切バスを運行する事業者 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

・限 度 額 １日１台当たり７万５千円 

③三セク鉄道利用促進緊急対策事業               43,856 千円 

ⅰ）三セク鉄道維持対策交付金              37,900 千円 

利用者の減少により収益が大幅に減少している三セク鉄道の安全対策 

に係る経費について支援する。 

・限 度 額 秋田内陸縦貫鉄道(株) 3,160 万円 

      由利高原鉄道(株)     630 万円 

ⅱ）団体・個人利用促進事業費補助金             5,956 千円 

県民等による三セク鉄道の利用拡大を図るため、貸切列車及び回数券 

等の割引分を助成する。 

・補 助 率 貸切列車 1/2（県 10/10） 

      回数券等 1/4（県 10/10） 

④タクシー事業利用促進緊急対策事業            76,396 千円 

     ⅰ）タクシー事業維持対策交付金             66,600 千円 

      タクシー事業者の車両維持に伴う経費について支援する。 

・交付対象 タクシー事業者 

・交 付 額 ５万円×登録車両台数 

ⅱ）貸切タクシー利用促進事業費補助金            9,796 千円 

貸切タクシーの需要を喚起するため、県民等が利用する貸切タクシー 

の料金を助成する。 

・補助対象 貸切タクシーを運行する事業者 

・補 助 率 1/2（県 10/10） 

・限 度 額 １契約当たり３万円 

 

（５）地域の事業者応援キャンペーン事業                   １５,０１３ 

   地元事業者を応援するため、地域振興局と商工団体等が連携し、地域にお 

ける消費喚起のキャンペーンを展開する。 

   ・事業内容 地域振興局毎に企画するキャンペーンの実施 

各種広告媒体での県民向けＰＲ 

 

（６）県産品消費喚起支援事業                         ４３,１１１ 

   県産品や県産酒の販売を促進し、県内の消費喚起を図る。 

①県産品ネット販売拡大支援事業               20,106 千円 

    ネット販売による県産品の消費拡大を図るため、県産品を販売している 

県内事業者に対し送料等を助成する。 

・補 助 先 ５社以上の県内食品を扱うネット販売事業者 

・補 助 率  3/4（県 10/10） 

・限 度 額 150 万円 

②贈って応援！県産品消費喚起キャンペーン事業        18,005 千円 

     県産品の消費喚起を図るため、量販店内の県産品コーナーで購入した県 

産品を県外に発送する際の送料を助成する。 

・補 助 先  県内の量販店等 

・対象経費 県外への送料（2,000 円以上購入者） 

・補 助 額 送料上限 1,000 円 
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③秋田の美酒消費喚起対策事業                 5,000 千円 

     県産酒の消費喚起を図るため、県内酒蔵が協力して実施する頒布会を支 

援する。 

・補 助 先 秋田県酒類卸(株) 

・補 助 率  10/10（県 10/10） 

・限 度 額 500 万円 

 

（７）芸術文化関連事業者緊急支援事業                       １５,０００ 

    県内の芸術文化関連事業者を支援するため、無観客公演等の開催及び動画 

制作・配信をする取組に対して助成する。 

・補 助 先 芸術文化活動を行う県内の事業者等 

・補 助 率 10/10（県 10/10） 

・限 度 額 300 万円 

 

（８）トップスポーツチームを活用したスポーツ活動支援事業            ９,０００ 

   新型コロナウイルス感染症の影響下においても、県民がスポーツに親しむ 

ための安全・安心な環境づくりや県民に対するスポーツ活動の機会の提供 

のために行う取組に対して助成する。 

・補 助 先  秋田ノーザンハピネッツ、ブラウブリッツ秋田、秋田ノーザ 

         ンブレッツ 

・補 助 率  4/5、10/10（県 10/10） 

・限 度 額  300 万円  

 

 （９）商工団体組織活動強化事業                          １５,２０８ 

    県内中小企業者における制度融資や助成金の円滑な利用を促進するため、 

相談機能の強化を図る商工団体等に対し助成する。 

・補助対象 周知に係る通信費、印刷費、パソコン設置費 等 

 

 （10）商店街消費喚起支援事業                          ２０,０００ 

    消費喚起を促すため、県内の商店街等が新たに実施する創意工夫のある販 

    売促進事業に対し助成する。 

・補 助 率 3/4（国 2/3、県 1/3） 

・限 度 額 100 万円 

 

 （11）県産農畜水産物学校給食等活用緊急対策事業              ２９９,９１９ 

    外食需要の落ち込みにより販売不振となっている農畜水産物について、学 

校給食等での消費拡大を図る。 

①学校給食分                              289,412 千円 

・実施対象 県内の全小中学校等 

・対象品目 秋田牛、水産物、じゅんさい 等 

・補助対象 食材費、食育に係る資料作成費用 等 

②高齢者施設分                           10,507 千円 

・実施対象 県内の高齢者施設  

・対象品目 秋田牛、水産物、じゅんさい、青果物 

・補助対象 食材費 
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 （12）農産物等直売所セット商品販売促進事業                   ５,２５０ 

    販売に影響を受けている直売所における農産物等の販売を促進するため、 

県産セット商品等を購入し県外に発送する際の送料を助成する。 

・補 助 先  農産物等直売所 

・対象経費 県外への送料（2,000 円以上購入者） 

・補 助 額 送料上限 1,000 円 

 

 （13）県産花き活用緊急拡大支援事業                       ２,２４１ 

    消費が減退している県産花きの需要喚起を図るため、公共施設等において 

    花きを展示する取組等を支援する。 

①公共施設や交通拠点でのスタンド花等の展示            1,416 千円 

・場   所 学校、ＴＶ局、ＪＡ、県庁舎、駅、空港 等 

・補 助 先 秋田花の国づくり推進協議会 

・補助対象 花材費 

・補 助 率 県 1/4 

②ブライダルフラワーキャンペーンの実施                  825 千円 

 ・内  容 県内在住の入籍者にアレンジメントをプレゼント 

・補 助 先 秋田花の国づくり推進協議会 

・補 助 率 県 1/2 

 

 （14）秋田牛輸出拡大強化事業                            ７,０８４ 

    台湾での認知度向上と需要拡大を図るため、販売促進キャンペーンを強化 

    する。 

   ・事業内容 高級会員制スーパーでの販売促進キャンペーンの実施     

          レストランでの秋田牛フェアの開催 等 

 

 （15）農山漁村体験施設緊急支援事業                       ５,４９３ 

    県内在住者による農家民宿等の利用を促進する。 

   ①県内教育旅行等促進事業                     3,300 千円 

    ・内  容 農家民宿を利用した教育旅行や農業実習の支援 

・実施対象 小中学校・高校生及び大学生等 

・補 助 額 小中学校・高校生 １人あたり１泊 5,000 円 

      大学生等 １人あたり１泊 4,000 円 

   ②農山漁村体験施設緊急支援推進事業                 2,193 千円 

     ・内  容 農家民宿等ＰＲ特設サイトの開設・運営等 

 

 （16）内水面魚類資源維持緊急対策事業                     ２４,９８１ 

    内水面における水産資源を維持するため、県による稚魚の放流を行うほか、 

稚魚の生産を支援する。 

   ①資源維持緊急対策事業                       16,654 千円 

    ・内  容 水産資源の維持に必要な数量の稚魚購入及び放流 

   ②次期放流数確保事業                          8,327 千円 

    ・内  容 稚魚の安定供給を図るため、稚魚生産経費の一部を支援 

    ・補 助 先 内水面養殖業者 

 

 （17）林業事業体経営継続緊急支援事業                     ７６,１１４ 

    木材需要が落ち込み収入が減少している林業事業体の経営と雇用の維持を 

図るため、県営林及び里山林における森林整備を実施する。 

①県営林緊急整備事業                                    54,575 千円 

     ・内  容 県営林における広葉樹林の整理伐の実施 
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    ②里山林緊急整備事業                                    21,539 千円 

     ・内  容 スギ人工林の整備等の支援 

     ・補 助 先 森林組合 

 

 （18）林業雇用安定化緊急対策事業                         ５,５００ 

    林業事業体の経営と雇用の維持を支援するためのアドバイザーを設置する。 

   ・事業内容 制度資金や雇用調整助成金等の活用や求職者向け相談の実施 

 

（19）生活福祉資金等貸付事業                          １５３,０００ 

   新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失業等を理由に生活費用を 

必要とする世帯への生活福祉資金の特例貸付事業に対して貸付原資を増額 

する。 

   ・補 助 先 秋田県社会福祉協議会 

   ・補 助 率 10/10（国 10/10） 

 

（20）生活困窮者自立支援事業                             ８,５０５ 

離職や休業等により住居を失った世帯又は失うおそれがある世帯等に対し 

て、安心して求職活動ができるように、住居確保給付金を給付する。 

   ・実施主体 県（４福祉事務所） 

   ・補助対象 県内 12 町村に居住する生活困窮者 

   ・補 助 率 10/10（国 3/4、県 1/4） 

 


